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これと関係して「鑑定」議論低迷のもう一つの原因は、最高裁の昭和 58 年 9 月 13 日決定・昭和



























































































































討したのは合衆国の歴史学者ハリス Harris（1989）１２であった。後に詳しく検討する（第 2 部第 1 章









































































































内容は、同月 17 日に宮中内で謎の奇声が聞かれるようになり、27 日に土佐の将監の甥が発狂し
て宮中で奇行に及ぶことが判明、天皇の知るところとなった。この「土佐の将監の甥」のは一時「籠」
に入れられたが、最終的には親類である土佐将監に預けられるという処分がとられている。２１ 
 次いで室町時代の公卿・甘露寺親長 （1424−1500）『親長卿記』中の 1483（文明 15)年 5 月 1 日
付けの「あと聞」とされる記述で、鴨前禰宣裕久県主が精神障害に罹患し、男を傷害し実継母を打
った事件が紹介されている。この事件は同月 14 日に「奏聞」され、同月 20 日には裕久を隠居させ
るとの処断が下されている。２２ 
3 近世後期 
























 一方で、1674（延宝 2）年から 1698(元禄 11)年までの判例では、女房を殺した者は死罪（判決録・
事例番号 326、327、328）、1593（元禄 2）年には親殺しは磔（同・事例番号 90）となっている。（○
『御仕置裁許帳』のページ数それぞれ引用） 
 また、主人を傷害した場合の扱いは、1678（延宝 6）年に主人他 3 人に切り付けた男が死罪に、ま
た貞享 2 年の例では「乱気」して師匠に手傷を負わせた弟子が、さらには、1686（貞享 3）年に主人
他 2 人を傷害した男が死罪になっている。 



















 このように、1717（享保 2）年および 1721（享保 6）年の書付、および 1738（元文 3）年の書付が御
定書百箇条「乱気に而人殺之事」第一項に収められ、前掲 1734（享保 19）年の判決例２８が同第 2
項に、火附は死罪とした 1721（享保 6）年書付は、1740（元文 5）年に改正され、その内容はそのま






















































































































































































































































































































































内包していた。明治初期のさらなる手続規則としては 1870（明治 3）年 5 月 25 日刑部省制定の獄







1871（明治 4）年の廃藩置県に先だち、1870（明治 3）年 12 月 20 日には『新律綱領』が全国の府
藩県に頒布され５３、同日施行された。さらに 1873（明治 6）年 6 月 13 日にはその補足法として『改
































は本章第 4 節第 2 項において検討する 1874（明治 7）年警視庁布達規第 172 号（○これは引用さ




























加えられていること、および 193 条において 2 名以上の連殺が「絞」から「鎖錮終身」と刑が軽くなっ
ていることである。また、194 条は尊属殺規定であるが、193 条と 194 条には改定律例施行（1873
（明治 6）年 7 月）直前に出された、後述する 1873（明治 6）年 6 月 27 日新治裁判所伺に対する同











ただ、1873（明治 6）年 4 月 15 日司法省達第 55 号には既に「医師の容体書」が求められており、こ































 まず『司法省日誌』中に「瘋癲人」の文言がみられたのは、司法省日誌６３中の 1873（明治 6）年 7
月 18 日付の指令６４であった。 
 



















の頒布は 1873（明治 6）年 6 月 13 日、新治裁判所からの伺が同年 6 月 26 日に提出されており、







 また、新治裁判所伺中にある「容体書」とは、1873（明治 6）年 4 月 15 日司法省達第五 15 号に定















た元パリ大学教授ボワソナード Gustave Emile Boissonade 主導の下で開始した。1880（明治 13）年





（１） 1875（明治 8）年 日本帝国刑法初案  
 






 責任能力規定である第 48 条では、7 歳以下の少年と精神障害者および精神遅滞者が不論罪の
対象として併記されている。また、精神障害者を「瘋癲」と呼称しているところも、未だ律の影響から
脱していない。 






った者に関しての刑の執行は 57 条によることを予定したと思われる。 
 











（３） 1877（明治 10）年日本刑法草案第二稿および日本刑法草案確定稿 
 




 この段階で旧刑法の規定とほぼ同様の条文になっており、先の第 1 稿の後段におかれていた、
意図的に自らを知覚精神を喪失した状態に陥れた場合の規定は削除された。同年に出された確
定稿も条文番号・内容とも全く同じものであった。 
 ただし、第 2 稿および確定稿第 92 条年少者・年長者規定にみられる「是非ヲ弁別シタルト否トヲ












 第七十八条 罪ヲ犯ス時知覚精神ノ喪失ニ因テ是非ヲ弁別セザル者ハ其罪ヲ論セズ 
 




















 以下、現行刑法 39 条が成立するまでの編纂作業を時系列順にみていきたい。 
 

















































































































る者の行為は其の刑を減軽す」と定義し、同様の文言は大判昭和 6 年 12 月 3 日（刑集 10 巻、
p.682）にもあらわれ、その後の改正草案、判例にも定着するところとなった。 









録 1 輯 1 巻、p.110）および大判明治 28 年 11 月 14 日（刑録 1 輯 4 巻、p.78）は、いずれも酩酊は





















考えていた。その後、大判大正 14 年 4 月 21 日（新聞 2399 号, pp.166-167）では、 「心神喪失ノ
状況ニアル者ハ意思能力ナク従テ訴訟能力ナキモノトス」とし、心神喪失者は即ち訴訟無能力者
であると考えた。ただし、先の大判明治 38 年 8 月 29 日では訴訟能力を弁識能力であるとしていた
のに対し、大判大正 14 年 4 月 21 日では訴訟能力を意思能力と把握している点が異なっている。 






















































失と心神耗弱の手続法上の差異が問題とされた事例であった。この大判昭和 7 年 12 月 8 日（刑集














心神喪失と心神耗弱の差異を精神障害の程度差であるとするものは、大判昭和 4 年 12 月 23
日（新聞 3098 号、p.15、評論全集 19 巻刑訴、p.52） に見られるものであった。 







さらに、大判昭和 7 年 11 月 21 日（新聞 3515, pp.9-11、刑集 12 巻、p.1445）では、「刑法第三
十九条ニ所謂心神喪失者及心神耗弱者トハ孰レモ精神障礙ノ状態ニ在ル者ヲ謂ヒ両者ノ差異ハ
其ノ障礙程度ノ強弱ニ在リ」と明確に述べられており、同様の見解は大判昭和 8 年 8 月 30 日 （刑
集 15 巻、p.735） によっても確認されている。 





能力は、精神の障害の程度を示すものとして説明されているのである。   












































































































































































































































素説を採りながら、認識能力を違法性の認識と同視する判例として、最決昭和 29 年 7 月 30 日（刑














力の程度問題とした。大判昭和 6 年 12 月 3 日（刑集 10 巻、p.682）は、心神喪失と心神耗弱との差
異は、障害程度の強弱にあり、前者は、事物の理非善悪を弁識する能力なくまたこの弁識に従い
行動する能力のない状態をいい、後者は、右の程度には達しないが、その能力の著しく減退したも
のをいうとした。この定義は、その後も、大判昭和 7 年 11 月 21 日（新聞 3515 号、p.9、評論全集 22
巻刑訴、p.46、法律新報 319 号、p.16、判例彙報 44 巻上刑、p.160 および、刑集 11 巻、p.1644）１０８、
および大判昭和 13 年 5 月 26 日（新聞 4296 号、p.11、評釈全集 27 巻刑法、p.126）１０９などによっ
ても確認されている。 他方で、大判昭和 8 年 8 月 30 日（刑集 12 巻、p.1445）１１０さらに大判昭和
12 年 2 月 6 日（新聞 4098 号、p.12、評論全集 26 巻刑法、p.87）１１１、大判昭和 12 年 10 月 11 日
判決（新聞 4194 号、p.17）１１２は、これを単に精神障害の強弱とのみしており生物学的要件を単独
で責任能力判断基準にするものも戦前にはみられた。戦後、混合的方法が確認されるのは昭和







①最三小決昭和 59 年 7 月 3 日（刑集 38 巻 8 号、p.2783、裁判所時報 893 号、p.4、判例時報 1128
























第 4 節 触法精神障害者処遇の展開 
 











務を負わせるというような実務は見られない。例えば、1872（明治五）年 10 月 21 日の大分県伺１１５
では、かねてから「発狂ノ気味」であった養母が養子である被告人の留守中に自殺（縊死）していた
事件に関して、この養母を病死と偽って埋葬したことについて司法省の指令を求めている。これに





















































































































（２） 明治 8 年 3 月 7 日行政警察規則（太政官達第 29 号） 
 
本規則は、1948（昭和 23）年 1 月 1 日に失効するまでの約 70 年にわたり効力を有していた。ち
なみに、行政警察の職務としては、まず第 1 章「警察職務之事」第 3 条「其職務ヲ大別シテ四件ト















（３） 明治 11 年警視庁布達甲 38 号 
 





















1880（明治 13）年になって、この 38 号布達は後に以下のような改正がなされる。 
 











 次に 1884（明治 17）年 1 月 16 日、警視庁布達甲第 3 号は以下のように 38 号布達を改めている。 
（４） 明治 17 年警視庁布達甲第 3 号 
 














五号は甲第 3 号布達を私立瘋癲病院への入院退院にも拡張している。このように明治 17 年に



































 相馬事件での騒動がひと段落すると、精神障害者に関する法令はその 10 年後、1894（明治 27）
年まで改正されることはなかった。 
 








































































である。（第 1 条）また、監護義務者以外の私宅監置は禁止された（第 2 条）。 
 監護義務者がいない場合については、監護義務者がその能力がない場合には「精神病者」の




















をした後 24 時間以内に行政庁に届ける。仮監置は 7 日を越えてはならない。さらに監置を廃止し
た後 3 年以内に再度監置する場合、または民法 922 条により禁治産者を監置しようとするときは行
政庁にとどけなければならないことが定められていた（第3条）。また、監置方法・場所を変更した際











（第 7 条）。 
 また、監置の必要がある場合、監置不適当と認められるとき行政庁は第 1 条の順位に関係なく監
































































































努力は 1919（大正 8）年 3 月第 41 議会で可決された「精神病院法」（大正 8 年 3 月 27 日：法律第
25 号）として実ったかにみえた。その内容は ①都道府県に精神病院の設置を命ずることができる、
② 市町村長の監護すべき者、罪を犯した者で司法官庁が危険と認めた者、療養の道なき者を精
























































 同年スイスで開かれた「精神分裂病の治療法」に関する第 1 回国際会議でイタリアのビニーBini








次いでロボトミー療法であるが、これは 1935 年ポルトガルの モニス Moniz（1949 年にモニスはこ
れによってノーベル医学賞を受賞している）によってはじめられ一世を風靡した。１５６ これは前頭
葉の半卵円中心において白質を破壊することによって病的な精神状態を除去することができる、と
いう仮説に基づいて行われたものである。同年 上記仮説に基づき、脳外科医のリマ Lima の協力
を得て 60 歳の女性にロボトミー手術を行うようになった。手術は不安、苦悶、心気妄想、情動興奮、

















ゴニスト）がこれである。これは 1993 年イギリスで発売され 1996（平成 8）年に日本で発売された。そ
れまでドパミン一辺倒であった分裂病の薬物療法に SDA は新しい展開をもたらした。 
気分安定薬としては、炭酸リチウムが、1949 年オーストラリアのケイド Cade により躁病治療に有
効であると報告された。さらに 1954 年にはデンマークのショウ Schou が追試確認し、1963 年 双極
性感情障害（躁うつ病）の病相予防効果も確認され、1980 年に発売された。 
抗うつ薬としては、1952 年に抗結核薬のイプロニアジド iproniazid に気分高揚作用が発見され、
1957 年クライン Klein がこれをうつ病患者に試み、効果をあげたが、肝障害の副作用と食事制限の
必要性のためうつ病の治療薬にはならなかった。 
1959 年にはイミプラミン発売、1983 年には次世代向精神薬として評価の高い選択的セロトニン





抗不安薬（精神安定剤、トランキライザー）として、メブロバメートが、1953 年）セリン Sellin ボルス
Borrus の臨床実験を経て 1955 年に発売されている。1960 年 クロルジアゼポキシドがリブリウムの
名称でアメリカで発売され、さらに 1963 年 クロルジアゼポキシドより 5 倍強力な作用を持つジアゼ
パム diazepam が発売され、ベンゾジアゼピン全盛時代はじまる。また、セロトニン１A 受容体につい
て、1986 年ブスロビンがアメリカで発売され、1996（平成 8）年タンドスピロンが日本で発売された１５９ 
この 2 薬は依存性のない抗不安薬として徐々に市民権を得てきているとされる。１６０ 
 このように、薬物療法は著しい進歩を遂げたが、いわゆる精神科特例という日本の精神化治療の
発展を阻む法令によって、逆に非人間的な使用が行われている。 医療法施行令（1948（昭和 23）
年 10 月 27 日政令第 326 号）第 4 条の 7 には、「主として精神病、結核その他厚生大臣が定める
疾病の患者を収容する病室を有する病院は、厚生省 令で定める従業者の標準によらないことが




を増すごとに 1、看護婦及び准看護婦は患者の数が 6 又はその端数を増すごとに 1 とされ、医師に
ついては一般病床の 3 分の 1、看護婦・准看護婦については 3 分の 2 であった。その後 2001 年
前医療法改正の議論の中で、精神科特例の廃止の機運は高まったが、結局特例は温存され
ることとなった。その後、患者と看護師の比率は、2005 年までは他科の半分の 6 対 1 を最低






























































 他方で、刑事法領域においては、1954（昭和 29）年 6 月に、「覚せい剤取締法」(1951（昭和 26）









庫補助を行う規定が設けられた。1954（昭和 29）年 7 月の全国精神障害者実態調査によって、精
神障害者の全国推定数は 130 万人、うち要入院は 35 万人で、病床はその 10 分の 1 にも満たない
ことが判明したことも、こうした政策を必要とした背後事情として存在した。しかし、この非営利法人
の設置する精神病院の設置及び運営に要する経費に対し、国庫補助の規定が設けられたことが
契機となり、精神科病床の急速な増加を招来し、5 年後の 35 年○には約 85,000 床に達するに至
った。これは、現在の私立病院への過度の依存という問題現象の遠因ともいうべき施策であろう。 










































続け、1966（昭和 41）年の 19.7 万人から、1975（昭和 50）年には 28 万人、1985（昭和 60）年には
34 万人と増加した。また同様に措置入院者数は、1966（昭和 41）年の 6.7 万人から、1971（昭和
46）年に 7.6 万人のピークにまで増加した後は、医療技術の進歩や措置の抑制的運用により減少
に転じ、1975（昭和 50）年に 6.6 万人、1985（昭和 60）年には 3.1 万人に減少している。○措置入
院の運用はきわめて政策的である実態がここから看取できよう。 
 また、通院患者の増加も著しく、単科精神病院において 1965（昭和 40）年に一日 9 千人の通院
患者であったものが、1975（昭和 50）年には 2.2 万人、1985（昭和 60）年には 3 万人と、20 年間で
3 倍にもなり、通院医療費公費負担承認患者数も、1966（昭和 41）年、3.3 万件から 1985（昭和 60）
年 24.1 万件と 7 倍になっている。通院医療費公費負担承認患者数は、半年更新なので年問承認

























































則」(国連原則)が 1991 (平成 3)年 12 月に採択され、精神障害者に対し人権に配慮された医療を
提供し、その社会参加・社会復帰の促進を図ること等が国際原則として定められた。また、1993（平






精神保健法の改正法案は、1993（平成 5）年 5 月 21 日に国会に提出され、同 6 月 4 日に衆議
院において可決、同 11 日に参議院で可決され、成立した。新精神保健法にかかる改正法は、


















 また精神障害者の人権に配慮した入院の手続化もさらに進められた。仮入院の期間が 3 週間か








（６） 1993（平成 5）年心身障害者対策基本法改正 
 
精神障害者関連法規だけでなく、これまで検討したような障害者の社会復帰については、心身




















2002（平成 14）年度までの 10 か年)を具体化する重点施策実施計画として、数値目標を設定する
など具体的な施策目標を明記したもので、新長期計画の最終年次に合わせ、1996（平成 8）年度
から 2002（平成 14）年度までの 7 か年計画とされた。１７９ 
（７） 1995（平成 7）年精神保健法改正と精神保健福祉法 
 







 1995（平成 7）年法改正の準備は、1994（平成 6）年の 2 月以降、公衆衛生審議会の精神保健部
会で、当面の精神保健施策についての検討が開始されたことに始まる。1993（平成 5）年改正の際
に国会修正で加えられた改正法附則では、改正法の施行後の五年後に必要な検討を行うとされ
ており１８１、また、1993（平成 5）年の法律改正の施行自体も、1994（平成 6）年 4 月 1 日(大都市特例
部分は 1996（平成 8）年 4 月 1 日)で、まだその施行もなされていない段階であったとされる１８２。 











 特に、手帳制度については、法案提出直前の 1 月に至り、精神障害者本人の団体から当事者の
意見を聞くべきであるという強い意見が出され、写真添付の問題も反対意見が強く出されたため、
当初は写真添付は行わないこととし、見直しを行うとの方針を示したうえで、法案が国会に提出さ
れた。「精神保健法の一部を改正する法律」は、1995（平成 7）年 2 月 10 日に政府から国会に提出
され、同年 4 月 26 日に衆議院で、5 月 12 日に参議院で可決されて成立し、1995（平成 7）年 5 月





















































（８） 1999（平成 11）年精神保健福祉法改正 
 
1993（平成 5）年の「精神保健法等の一部を改正する法律」の附則第 2 条には、改正法の施行後
5 年を目標として、改正後の精神保健法の規定の施行の状況および精神保健を取りまく状況を勘
案して見直しを行うこととした。 
 1993（平成 5）年法改正後、1999（平成 11）年の法改正に際して、次に掲げる四つの事項につい
て問題が指摘された。 




（平成 8）年患者調査によれば、精神病院等に入院・通院する精神障害者が 207 万人(推計)で、
1993（平成五）年の同調査による推計値 157 万人と比べ急激に増加していること、また、病院報告
による新規の入院患者についても 1993（平成 5）年の約 26.7 万人に対して、1996（平成 8）年には
約 28.1 万人と増加傾向にあったことが問題とされた。また入院患者数については、1996（平成 8）
年患者者調査によれば 32.2 万人と 1993（平成 5）年の同調査の結果(32 万人)と比較してほぼ横這










































































あった。その後、1870（明治 3）年 5 月 25 日に至って明治政府によってわずか 13 条ではあるが『獄
庭規則』が定められたが、内容的にも江戸時代の方法と大差のないものであった。その後 1872 年
8月3日の『断獄順序』によって裁判の進行方法が定められ、同年11月には『罪案書式』によって、




































山口県伺に対する明治 7 年 11 月 13 日の指令および明治 10 年 1 月 12 日の東京上等裁判所伺
に対する明治 10 年 2 月 2 日の指令）１９２。また刑の執行の停止については、明治 9 年 10 月 31 日
































































わけではなかった。1875（明治 8）年 10 月 2 日の滋賀県伺に対する同年同月 27 日の指令では、
精神障害者の犯罪を含む「法ニ因リテ無罪明瞭ノ見込ミアル者」については検事の権限で不起訴
としてもよいという判断が示されており、さらに精神障害者を「見据ル」という精神状態の判断を検事





 前述の明治 6 年 6 月 13 日の『改定律例』では、「断罪不当条例」第 38 条で「凡罪ヲ断ズルハ、






















明治 7 年 1 月 28 日検事職制章程司法警察規則では、必要的ではないものの、犯行現場の検
証時の医師の立会いについて定めており、医師が死傷の原因と「景状」についての「書案」を作成



















































































司法省は明治 8 年から刑法および刑事訴訟に関する草案の作成をはじめ、明治 13 年太政官布
告第 37 号として『治罪法』が公布され明治 15 年 1 月 1 日より施行された。これはフランスの 1808




































さらに鑑定人は「勾引」されないことが明示されていた（第 192 条 2 項）。宣誓に関しては必要的で




罰金刑を科された（第 194 条）。鑑定人適格について、鑑定人たりえない者について第 181、182
条にある者は排除されたが、他に鑑定人がいない場合には、職権でこれを命じることができるとし





（第 199 条）。 
 以上が、近代法移植後初めての「鑑定」に関する規定であるが、これは以下のように修正された。 





































あるのみであった（第 141 条）。 
さらに、1922（大正 11）年公布「刑事訴訟法（法律 75 号）」（旧刑事訴訟法、大正刑事訴訟法）が
































































































































・明治 3 年 2 月 25 日南校雇教師英国人リンゲタラス他 1 名が神田鍋町に於いて暴漢に襲われ
傷害された事件 
・明治 4 年新潟県雇英人キングが刺された事件 
・明治 7 年 8 月 11 日函館に於いて秋田県士族田崎秀親が独逸国代弁領事フアバーを斬殺し
た事件 
(b)外国人被告事件 





・明治 8 年芝公園内に於いて英国人キングなる者がわが国婦人を強姦した事件 























































































































































正時代にも大判大正 5 年 10 月 9 日（新聞 1181 号、p.28）・飲酒酩酊事件では、「飲酒酩酊してい
たからといって、常に必ずしも心神喪失または心身耗弱となるものではない」として、39 条不適用を
相当とした。 
















 精神鑑定に限らず、鑑定全般について、大判昭和 2 年 9 月 10 日（新聞 2746 号、p.9、評論全集






















































 鑑定の証拠調べの手続については以下の 2 例が示された。 
 まず、大判大正 14 年 7 月 2 日（刑集 4 巻、p.468）では、「鑑定をさせる旨の証拠決定の施行は、
鑑定書を公判廷で朗読し、または要旨を告知することによって完了する」としている。 

















正 13 年 1 月 28 日（刑集 3 巻 12 号、p.834）でも、鑑定命令で特に資料を制限していない限り、そ
の物が鑑定のために必要かつ相当なものであれば、その鑑定は有効であるとしている。  
さらに進んで、大判昭和 11 年 11 月 16 日（刑集 15 巻 19 号、p.1446）では、証拠能力のない書
面でも資料として利用できると解している。これに関して浅田（1977）は批判的に評価しており、「た
しかに厳格な制限のもとでは充分な鑑定を提供しえないともいえようが、鑑定人の活動によって証



















*第 37 例以下は原資料での番号付の誤りがあるので、ここでは訂正している。 
*ゴシック体の数字は女性についての鑑定。 














明治 26 年 4 月 27 日 








































































































明治 38 年 11 月 30 日 
犯行時精神喪失の状況
にあった。 



















強 盗 及 窃
盗 
東京地方裁判所判事 













明治 39 年 7 月 7 日 
精神異常で知覚精神を
喪失 




















明治 39 年 5 月 17 日 









明治 39 年 12 月 20 日 
老耄狂。 不論罪の宣告を受ける。 
34 
官 名 詐 称
詐欺取財 
地方裁判所判事 










明治 40 年 3 月 2 日 
白癡。 知覚精神喪失者として免訴。 
37 
故 殺 及 故
殺未遂 
地方裁判所判事 





















明治 40 年 3 月 18 日 
老耄狂。 知覚精神喪失者として免訴。 
42 
故 殺 及 故
殺未遂 
地方裁判所予審判事 











 全 39 例の鑑定を概観する。鑑定の数からいって、統計的分析の対象ではないものの、鑑定内容
の傾向を把握する便宜として、それぞれの割合を示す。 
まず性別に関しては、39 例中女性はわずか 6 例（15.4％）しか存在せず、そのうち 2 件が妊娠・
出産に関わる精神異常とされている。 
鑑定依頼機関については地方裁判所（予審）20 例（51.3％）、地方裁判所 7 例（17.9％）、控訴





 予審段階で鑑定がなされているもの（20 例）のうち、犯行時精神に異常ありとされているものが 16
例（80％）、二罪のうち、一方の犯行時に知覚精神を喪失しておりもう一方の犯行時には不明とさ
れているものが 1 例の計 17 例存在する。 
予審段階で、被告人の処分は免訴ないし不論罪となっているものは 15 例（75％）と高い割合で
免訴ないし不論罪が認められている。処分不明（鑑定書に付記がないもの）が 1 例、審理中止が 1
例の計 17 例が前記 17 例と一致している。つまり、予審段階で呉鑑定が何等かの精神異常を指摘
したものはほぼ 100％免訴ないし不論罪となっているのである。 
 次に、地方裁判所の命令で行われた鑑定（7 例）のうち、犯行時精神に異常ありとされているもの
は 5 例、そのうち 4 例が不論罪とされ、1 例については「知覚精神の喪失」を認められながら死刑の
判決を受け控訴中であった（第 38 例）。 
明治 40 年 6 月 29 日 
44 
謀殺 地方裁判所予審判事 



















（ⅰ）放火犯永吉力松精神状態鑑定書（第 1 例） 
  本鑑定は司法省からの裁判結果への介入があった事例である。これは未遂を含む計 33 件の放
火事件被告人・永吉力松についてなされたものである。永吉力松は明治 15 年陰暦正月から明治










































（ⅱ）放火犯被告人木○梅○鑑定書の審査意見（第 28 例） 
 本事例も、司法省からの介入を示すケースとして興味深い。本鑑定は放火犯木○梅○について
明治 39 年 5 月 8 日に予審判事の命令にて町医者○○○○が作成した、被告人が慢性中酒狂で
あると診断した鑑定文の「審査意見」という形式をとっている。実質的には、○○○○が鑑定時に用
いた資料等を参考にして呉が再鑑定をなしている。予審判事は明治 39 年 6 月 25 日には刑法第
78 条、刑事訴訟法第 165 条により被告を免訴、「放免」しているのだが、司法省○○局はその記録
を審査し、予審判事の「訊問」に対する被告人の応答から「其鑑定ノ誤判ナラザルヤ否ヤヲ断定ス
























（ⅲ）塚○○三郎精神状態鑑定書（第 9 例） 
  




始後明治 35 年 2 月 4 日長野地方裁判所刑事部法廷で被告人は「自分には特別な病気があって
酒を飲み度なると無暗に飲み度なり際限もなく飲むのであります」と陳述し、弁護人も被告人の酒
購入の記録を提出した。また同法廷において○○町医師丸○○三郎は明治 34 年 1 月中に被告
が中酒症に罹り「大声ヲ発シ一種異様ノ状況ナリシヲ見実ニ奇体ナル病気ナルヲ認メタリ」と証言し
ている。そこで、明治 35 年 2 月 17 日裁判長は監獄医藤○○太郎に被告の精神鑑定を命じ、該鑑
定書で被告人は急性中酒狂と診断された。同年12月14日に鑑定を命じられた医師丸○○三郎も
被告を急性中酒症とした鑑定書を同日提出している。その結果、同年 4 月 8 日、長野地裁は鑑定
書に基づき被告は犯行時、「是非ノ弁別ヲ喪失シタルモノ」として、不論罪とした。これを不服とした































（ⅳ）謀殺未遂被告人○―○ス○ン○鑑定書（第 12 例） 
 
 本鑑定は謀殺未遂被告人○国人「○―○ス○ン○」について明治 36 年 5 月 14 日○○地方裁
判所予審判事より命じられたものである。 














（ⅴ） 放火未遂事件被告○本○太郎鑑定書（第 15 例） 
 








  而シテ余ハ彼ガ病症ハ公衆ニ危険ヲ生スルノ虞アルコトヲ附言セントス 
 















てこれを幇助したというものである。本鑑定は明治 38 年 12 月○○日東京地方裁判所予審判事より
呉に鑑定命令が下り、3 人はいずれも「知覚精神ノ喪失者ナリ」とされ、翌年 12 月 28 日には予審免
訴となっている。 
 本事件で興味深いのは、鑑定の結果、免訴・「放免」された後の被告人らの処遇である。3 名のう






（ⅶ）故殺犯被告人前○自○精神状態鑑定書（第 39 例） 
 




































 事件は旧相馬藩領主の相馬誠胤が精神病を理由として明治 12 年より私宅監置(華族局の許可
による)されていたことに対し、1883(明治 16)年 12 月 10 日、旧藩士の錦織剛清が相馬家の家令志
賀直道らに対し｢建白書｣を提出、同年 12 月 12 日には彼らを｢私壇監禁の罪｣で東京軽罪裁判所
に訴えたことにはじまる。同月 20 日になってはじめて相馬家は侍医・岩佐純の診断書を添えて｢瘋
癲病人鎖錮願｣を麹町警察署に提出するが、この診断書は岩佐本人の診断に基づいていないも
のであったことから問題になる。12 月 22 日、26 日には、麹町警察副使・大滝新十郎、当時の東京
府癲狂院長・中井常次郎、および同癲狂院前院長で警視庁医務所長の長谷川泰が相馬家を訪
れ誠胤を診察、｢鎖錮すべからず｣という結論となるが、相馬家は誠胤を座敷牢から出したのち加藤




訴えた。明治 25 年 2 月 22 日に相馬誠胤は急死するが、これについても錦織は他殺の疑いありと
して告訴する。(しかし解剖の結果謀殺の疑いはないとされた) 誠胤の死後も明治 28 年まで錦織
の告訴に対し相馬家の誣告罪の告訴をもって争っていたが、この間も相馬家から担当検事への贈
賄も明らかになり、事件が決着するのは明治 28 年 3 月 11 日に錦織に対し｢禁固四年、罰金四〇
円｣の判決が確定してからである。 
 重要なことはこの明治 10 年代後期から世間の注目を浴び続けたこの事件の中にあって、明治 20

























 1923(大正 12)年 12 月 27 日第 48 回帝国議会の開院式に、病気中の大正天皇の代行として臨席
するために議場に車で向かっていた摂政皇太子・裕仁(昭和天皇)が銃撃を受ける。これが虎ノ門
事件である。銃弾は自動車の窓ガラスを打ち抜いたが、皇太子にけがはなく犯人はその場で警備





































 1936(昭和 11)年 8 月 29 日に島津ハルを含む｢明治神宮ミソギ会｣の会員 4 人が不敬罪で逮捕さ
れた。俗にいう｢島津ハル事件｣が起こる。彼らは「交霊」の最中に昭和天皇を廃し高松宮を即位さ
せるべきである、という旨の密談をしていたという理由でこの罪に問われることとなったといわれる。 
結果として、同年 9 月 24 日に島津ハルは起訴前判定で｢感応性精神病(祈祷性精神病)｣と診断さ
れ、不起訴になる。 
 井上(1995)は、この島津ハルの精神鑑定について、『木戸幸一日記』等にみられる記述をもとに






































































































































































第 2 章 刑事精神鑑定をめぐる議論 
 



























第一に、現行刑事訴訟法での令状主義の採用が挙げられる。憲法 33 条・34 条および第35 条を
具体化するものとして、新法 167 条 2 項の鑑定留置の手続について令状主義を適用し、留置状の





































われる「事実的行為」(例えば法 168 条 1 項に定める処分等)をいう。具体例としては、刑訴法 170
条・刑訴規則 130 条にいう「鑑定」の語である２５４。 














 次いで、鑑定の目的として、前出最判 1953（昭和 28）年 2 月 19 日は、学識経験を活用するこ
とによって、「裁判所が裁判上必要な実験則等に関する知識経験の不足を補給する」ためにあると
される。裁判所の判断能力を補充し、その認識・処分が適切に行われるよう補助するのである。こ





































































































































を有する点、さらに刑事訴訟法規則 129 条 2 項では鑑定人が複数であるときは共同報告ができる









人に不利な証拠となり得る供述をする者の意であり、東京高判昭和 28 年4月 20 日（高判特 38 号、
p93）はこの「証人」に鑑定人が含まれるとした。つまり、被告人の鑑定人に対する反対尋問権は憲
法上保障されたものといえる。 
 刑事訴訟法第 171 条、および刑事訴訟法規則 225 条においては、こうした鑑定人と証人の近似
性から総則第 11 章「証人尋問」（法 143 条以下）に規定された規定を鑑定人に準用している。ここ
では勾引に関する規定を除いて、証人尋問に関する規定を準用しているのである。したがって法







定人は代替的である。これは召喚に応じない場合、法 152 条・162 条では、証人に対して勾引が可









































果についても刑事訴訟法 335 条 2 項の解釈から、当然に証拠内容にわたる判示が必要であると主
張した。２７６井上（1964）２７７および庭山（1968）２７８は、鑑定の要否にかかる議論でも、当事者からの
鑑定請求に裁判官が拘束されるかどうかの議論として、英米法における「証拠提出責任」（Duty of 
























１ 第 1 段階：鑑定の要否の判断 
 

























ことが多いとみられる。これについては、本章第 6 節で詳しく検討する。 
 




まず、裁判官は右専門家を裁判所に召喚して出頭させる（(刑訴法 171 条による 150 条ないし













面で報告（刑訴規則 129 条第 1 項）することが通例であるが、裁判所は鑑定人に対し、この鑑定書
に記載した事項について公判期日において尋問を受けることがある旨を告げなければならない





制裁が科せられる可能性が生じる(刑訴法 171 条による 160 条、161 条の準用)２９０。 
 
３ 第 3 段階：実際の鑑定作業 
 




























いて、真正に作成した旨を供述させて朗読（必要であれば展示）をさせる方法（刑訴規則 219 条 1
項）により鑑定の証拠調べを行う。必要な場合には、裁判所は鑑定事項に関して鑑定人尋問を行
なうことができる（刑訴法 304 条の 2 項）。証拠調べが終了すると、裁判所は鑑定結果を評価する。
ここにおいて、鑑定内容を参考とするか否かについても、鑑定の要否と同様、裁判官の自由な心
証（刑訴法318条）により判断しうる事項であるとされるが、鑑定の要否と同じく、近時自由心証への















































④最判昭和 31 年 10 月 23 日（裁判集刑 115 号、p.131） 
覚せい剤取締法違反被告事件について、弁護人側から、検挙当時覚せい剤が存在しなかった
こと、本人の自白以外に証拠がないことが主張されたことについて、裁判所は次の理由から裁判所













の鑑定を必要としない最三小判昭和 31 年 10 月 23 日とほぼ同様の見解を示している。 
 
⑥東高判昭和 38 年 3 月 26 日（判タ 145、p.60、判例時報 337 号、p.48、東高刑時報 14 巻 3 号、






















第 2 項 精神鑑定の要否 
 
次いで精神鑑定の要否については次のような見解が示されている。 









② 最判昭和 23 年 7 月 6 日（刑集 2 巻 8 号 785、裁判集刑 3 号、p.23 、小野清一郎、警研 21




























⑤最判.昭和 23 年 12 月 24 日（刑集 2 巻 14 号、p.1883、裁判集刑 6 号、p.461） 






















































































第 4 節 鑑定の採否 
 
 手続上適正に行われた鑑定結果に裁判官が拘束されるかどうかについて、鑑定書も証拠方法の
1 つである以上、刑訴法 318 条により、その証明力の評価は裁判官の自由な心証に委ねられる。し
かしながら、自由心証主義は裁判官の恣意的判断を許す意義で掲げられるものではなく、自由心
証であってもその判断は合理的でなければならず、かつ、経験則に反するものであってはならない。



































































































































































































































































































                                                  
１ 例えば青木紀博「責任能力の鑑定（一）」、56 頁。 
２ 臼井滋夫「鑑定に対する法的評価」、25 頁。 
３ 池見猛『精神障碍性犯罪の刑事学的研究』参照。 
４ 池見猛『精神障碍性犯罪の刑事責任』参照。 
５加藤久雄「わが国における精神障害者法制の歴史的考察」、181-203 頁。  




１０ 例えば Foucault, Histoire de la folie a l'age classique, Gallimard,1972（邦訳：田村俶訳『狂気の歴史』）は、自ら
を語る言葉を持たない非理性たる狂気が創生される現象を歴史的に記述し、さらに精神障害者の親族殺害事件の
諸言説を編纂したものとして、Moi, Pierre Riviere, ayant egorge ma mere, ma soeur et mon frere-- : un cas de 
parricide au XIXe siecle, （邦訳は、岸田秀＝久米博『ピエール・リヴィエールの犯罪』）。 
１１ Smith R. Trial by Medicine: Edinburgh; 1981。 
１２Harris, ‘ Murder and Madness’.（邦訳：中谷陽二『殺人と狂気』（みすず書房、1997））。 
１３ 石井良助 『日本刑事法史』、pp.4-6 に従って、時代区分については次のように分類する。 
上代 冠位十二階の制定された 603（推古天皇 11）年以前 
固有法の時代であり、法と宗教の未分離な時代。 




中世 摂政関白が常設されるに至った冷泉天皇の 957（康保 4）年から応仁の乱勃発の後土御門天皇の 1467(応
















１６昼田源四郎 「日本古代と近世における狂気と犯罪」、pp. 221-223。 
１７昼田源四郎 「日本古代と近世における狂気と犯罪」、pp. 221-223。 
１８ 石井良助 『日本刑事法史』、pp.45-46。  
２０ 大久保治男・茂野隆晴編『日本法制史史料 60 選』、p.40 においては、未成年者の刑罰に関して詳細な規定を
見ることができる。例えば、『今川仮名目録』（今川記）(かな目録五)では、子どもが誤って子どもを殺した場合の取
扱として、15 歳未満の子どもは成敗する必要はないとしている。また、『甲州法度之次第』では、第 25 条に未成年










助『日本刑事法史』、p.58、における『室町家御内書案』1518（永正 15）年 5 月 22 日幕府意見書参照。 




２６ 司法省編『徳川禁令考 後聚第 4 秩』、p.61。 
２７ 石井良助編『享保撰要類集』第一の二の一、p.57。 
２８ 司法省編『徳川禁令考 後聚第 4 秩』、p.59。 

















４０ 土田は江戸で 15 年間に 1,000 人以上の精神病者の治療に携わった臨床経験を基にこれを著している。 
４１ 橋本正己『公衆衛生現代史論』、p.86。 







                                                                                                                                                  
４４ 橋本正己『公衆衛生現代史論』、p.86 によると、E.ジェンナーによるイギリスの牛痘接種法(1798)がオランダ医師







５１ 石井紫郎・水林彪校注『法と秩序 日本近代思想体系七』、p554。我妻栄編『日本政治裁判史録 前編』、
p.538。 
５２ 司法省日誌第 1 巻、p.270。これに関しては第 1 部第 5 章でも検討している。 




5 年）7 月の文書に、精神障害者の殺人事件について「清律彙纂 人命律 戯殺誤殺過失殺傷人之条内瘋癲之條
例」といった記述がみられる。 
５６ 『新律綱領 改定律例 合巻註釈』参照。 
５７ 浅田和茂｢限定責任能力論序説(一)｣、p525。 
５８ 司法省指令録刑事部第 32 号、p490。 
５９ 中谷陽二「精神医療法制史からみた保護者制度」、p.64。 






６３ 『司法省日誌 第 2 巻』、pp. 187－188。 
６４ 『司法省日誌 第 2 巻』、p.171。 
６５ 後の明治 6 年第 44 号福岡県伺（明治 6 年 3 月 31 日）に対する指令（8 月 29 日）は、この新治裁判所に対する
指令と同様な処断をなしているが、のち明治 7 年第 174 号佐賀県伺（明治 7 年 8 月 3 日）に対する指令（明治 7 年
10 月 24 日）および前者を失効させるための明治 7 年第 175 号福岡県 瘋癲人々ヲ殺傷スル者指令改正ノ達は全
く逆の結論を出している。 
６６ 明治 6 年司法省日誌第 39 号北条県伺（明治 6 年 2 月 8 日）への指令（明治 6 年 8 月 25 日）および明治 7 年
司法省日誌第 181 号三潴県伺（明治 7 年 10 月 12 日）への指令明治 7 年 11 月 5 日）。 
６７ 明治 6 年司法省日誌第 44 号福岡県伺（明治 6 年 3 月 31 日）への指令（明治 6 年 8 月 29 日）、明治 7 年司法
省日誌第 141 号薩摩県伺（明治 7 年 6 月 28 日）への指令（8 月 25 日）、明治 7 年司法省日誌第 174 号佐賀県伺
（明治 7 年 8 月 3 日）への指令（明治 7 年 10 月 24 日）および同年第 182 号筑摩県伺（明治 7 年 10 月 10 日）への
指令（明治 7 年 11 月 5 日）。 
６８ 明治 7 年司法省日誌第 22 号若松県伺（明治 7 年 1 月 15 日）への指令（明治 7 年 2 月 2 日）。 

















                                                                                                                                                  
７８ 牧野英一『刑法総論 下巻』、p.509、p.1530。 
７９ 青木紀博「責任能力の法的基礎」、p.18。 
８０ 佐伯千仭『刑法に於ける期待可能性の思想』、pp.188-398。 





８３ 大塚仁『刑法総論 改訂版』、pp.46－49。 
８４ 浅田和茂「責任と予防」p.226 以下および内藤謙『刑法講義総論 1 下』、pp.742-745、および pp.762-763。  
８５ 平野龍一「意思の自由と刑事責任」、p.233 以下。 
８６ 青木紀博「責任能力の法的基礎」、p.19。 
８７ 平野龍一『刑法の基礎』、pp.3－68、東京、同『刑法総論Ⅰ』pp.59－63。 
８８ 前田雅英『刑法総論講義 第 2 版』、p.81 以下、p.318 以下、林美月子『情動行為と責任能力』、pp.2－49。 
８９ 堀内捷三「責任論の課題」、p.171 以下。 
９０ 安田拓人「責任能力の判断基準について」、p.38-39 および加藤久雄『人格障害犯罪者と社会治療』参照。 
９１ 大谷實「責任能力と意思自由」、p.85 以下。 
９２ 法的責任論の立場から可罰的責任を問題とするものとして、佐伯千仭『改訂刑法講義 総論』、p.228－233。浅
田和茂「責任と予防」、p.226 以下、内藤謙『刑法講義総論Ⅰ下』、pp.742－745、pp.762－763。 
９３ 宮本英脩『刑法大綱 総論』、p.114－117。 
９４ 佐伯千仭『刑法講義(総論)』(三訂)、p.232 以下、p.240 以下。 
９５ 浅田和茂「責任能力論」、p.82 以下。 
９６ 内藤謙「刑法講義総論 責任能力（１）」、p.46以下およびpp.50ー51(同内容のものとして内藤『刑法総論講義下
Ⅰ』、p.795、p.797)。 
９７ 浅田和茂『限定責任能力の研究 上』、p.10、浅田和茂「責任」、p.189。 













９９ 浅田和茂『限定責任能力の研究 下』、pp.82－84、および浅田「責任」、p.221、p.236 参照。 
１００ 浅田和茂『限定責任能力の研究 下』、p.86。 
１０１ 浅田和茂『限定責任能力の研究 下』､p.82。「限定責任能力」は、可罰的責任以前規範的責任(非難可能性）
の問題にかかるものと定義付けている。 
１０２ 団藤重光「責任能力の本質」、p.45 以下。 
１０３ 小野清一郎「責任能力の人間学的解明（二）」、p.122 以下。 
１０４ 浅田和茂『限定責任能力の研究 下』、p.95、註（6）。 
１０５ 浅田和茂『限定責任能力の研究 下』、p.82。 
１０６ 部分的責任能力は、要素説の立場から肯定される。団藤重光「責任能力の本質」、p.38、大塚仁『刑法概説（総
論）〔改訂増補版〕』、p.393、西原春夫『刑法総論』、p.405 など。 

















１１５ 『司法省日誌 第一巻』、pp.300―304。 
１１６ Veith, I., “ The Far East” ,in Howells ed., The World History of Psychiatry. BailliereTindall, 1975, p.６８７． 
１１７ 北原糸子｢都市における貧困と狂気｣、pp.423－p.424。 
１１８ 福沢諭吉「西洋事情 初編」、pp.309-310。 
１１９ 小林靖彦｢日本精神医学の歴史｣、p.142 および岡田靖雄『私説松沢病院史』、p.11。岡田によると、京都府癲
狂院の 1879(明治 13)年の経理において、歳出 2,910 円 95 銭に対し歳入は 1,616 円 86 銭にすぎず、うち寄付は
812 円 31 銭をしめていたことがわかる。 
１２０ 岡田靖雄『私説松沢病院史』、p.15 によると、江戸時代、老中松平定信は江戸惣町に令して町費節約の 10 分
の 7 を積み金とする｢七分積金｣制度をはじめる(1791)。その翌年この｢七分積金｣所管の役所として｢町会所｣が江戸
町民主体で運営される。明治元年、町会所の財産は官軍にひきつがれたが町会所自体は明治五年には最終的に







































                                                                                                                                                  
１４２ 小林暉佳｢精神病院と法律｣、p.370。 
１４３ 岡田靖雄『私説松沢病院史』、p.233、竹村堅次｢精神障害者｣、p.123。 
１４４ 竹村堅次｢精神障害者｣、p.123 参考。 
１４５ 1909(明治 42)年には、修容学院が併設される。 
１４６ 岡田靖雄『私説松沢病院史』 、p.252－253 によると、呉は｢早発性痴呆｣を、従来日本で採られていた分類の
大部分にあてはめた。金子嗣郎『松沢病院外史』、p.69、p.79、およびp.128では、中井院長時代(明治19年)には、
精神病者の治癒率は 40.4%、榊俶時代には 40～50％と、呉秀三時代の 20％前後のそれとくらべて高いものであっ













１５１ 呉秀三・樫田五郎『精神病者私宅監置ノ実況及ビ其統計的観察』は当時 14 万人ともいわれた精神障害者の大
部分が治療なきまま私宅監置されている実体を世に知らしめた。 






１５８ 石郷岡純「抗うつ薬 fluoxetine (Prozac)－選択的セロトニン再取り込み阻害薬（SSRI）の誕生」、pp.437－441。 
１５９ 中島啓「心をいやす薬の歴史」、pp. 1-16。 
１６０ 越野好文「精神疾患治療の歴史」、p.86。 
１６１ 精神保健福祉研究会監修『精神保健福祉法詳解 改訂第二版』、pp.8-9。 
１６２ 精神保健福祉研究会監修『精神保健福祉法詳解 改訂第二版』、p.9。 
１６３ 精神保健福祉研究会監修『精神保健福祉法詳解 改訂第二版』、pp.9-10。 
１６４ 精神保健福祉研究会監修『精神保健福祉法詳解 改訂第二版』、p.10。 
１６５ 保健所に対する技術指導援助などを行う各都道府県の精神保健に関する技術的統括・指導機関として、精神
衛生センターが設けられた。 
１６６ 精神保健福祉研究会監修『精神保健福祉法詳解 改訂第二版』、pp.10－13。 





１６８ 同様の取り組みは、保健所においても行われ、昭和 50 年度には「精神障害者社会復帰相談指導事業」を開始、




１６９ 精神保健福祉研究会監修『精神保健福祉法詳解 改訂第二版』、pp.13－15。 
１７０ 精神保健福祉研究会監修『精神保健福祉法詳解 改訂第二版』p.15。 







                                                                                                                                                  
１７２ これによって、厚生省は精神保健法の施行後 5 年目に当たる 1993（平成 5）年 7 月を目標として、必要な措置
を講ずるために、1992（平成 4）年 10 月から公衆衛生審議会精神保健部会において、同法の施行状況等の検証作
業等を開始した。公衆衛生審議会では、その後、半年間にわたって審議が行われ、その結果、1993（平成 5）年 3










１７７ 精神保健福祉研究会監修『精神保健福祉法詳解 改訂第二版』、pp.19－20。 




値目標が盛り込まれており、これを踏まえて厚生省の精神保健福祉関係予算は、1995（平成 7）年度の 87 億円から
1996（平成 8）年度の 127 億円へと、40 億円もの予算が確保され、対前年比 146%の大幅増となった。 





１８１ しかしながら 1995（平成 7）年に精神保健法が精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に改正されている
が、同改正は、公費負担医療の保険優先や精神障害者保健福祉手帳制度の創設等を内容とするものであり、
1993（平成 5）年改正法の施行後の状況を勘案したものとはいえないことから、1995（平成 7）年の法改正は 1993（平
成 5）年改正法の附則に基づくものではないという整理がなされている。 




１８３ 改正法は、一部を除いて 1995（平成 7）年 4 月 1 日に施行され、これに併せ、精神障害者福祉についての考え
方の説明や、公費負担医療の保険優先化に伴う諸般の規定の改正など、政令 1、省令 2、告示 6、通知 11 が定め
られた。 
１８４ 精神障害者保健福祉手帳は、施行日後に準備を進め、1995（平成 7）年 10 月 1 日から実施されている。 
１８５ 9 月には省令 1、通知 12 が定められ、地方自治体の担当者会議や実際に判定を行う判定員の医師に対する説
明会などを経て、10 月から全国で受付が開始された。 
１８６ 2001（平成 13）年 12 月 25 日、読売新聞「〔シリーズ精神医療〕（4）変わる精神病院］。一例として、1986（昭和
61）年の越川記念病院事件、1997（平成 9）年の大和川病院事件、1996（平成 8）年栗田病院事件、1997（平成 9）
年の山本病院事件、そして 1998（平成 10）年に女性患者を庭木に縛るなどした奄美病院事件など、数多くの精神
病院において人権侵害事件がおこっている。 




















１９２ 滝本シゲ子「明治初期触法精神障害者法規の運用に関する一考察」、p.177 および pp.185-187。 
１９３ 滝本シゲ子「明治初期触法精神障害者法規の運用に関する一考察」、pp.18１－183。 





１９８ 司法省日誌第 20 巻、pp.189-190。 














２１２ 榊俶は 1857(安政 4)年 8 月 28 日江戸下谷に生まれる。1870(明治 3)年 14 歳の時に医学を志し、明治 5 年に

















２１７ 中田修「責任能力の判定に関する実際的諸問題」、p.47 以下。 
２１８ 呉秀三『精神病学集要 後編』、p.789 以下参照。 
２１９ 安藤卓爾「我國裁判医学の起原及発達」、p.21、および古畑篤胤『東京帝国大学医学部法医学教室五十三年
史』、p.28。 
２２０呉秀三『精神病学集要 後編』、p.15 によると、明治 18､9 年に郡区医の欠員がある際の医員採用試験科目に精
神病学が入っていたとされる。試験会場は東京府巣鴨病院(さきの東京府癲狂院、現在の松沢病院)であった。 
２２１ 大判明治 17 年 11 月 16 日（刑判第 29 巻、pp.67-68）。 
２２２ 司法省日誌明治 6 年第九号警保寮伺への指令（明治 6 年 7 月 19 日）。ここでは、旧来より日本では「酔人」が
寛大に扱われすぎてきたことが述べられている。 




                                                                                                                                                  
２２４大判明治 28 年 11 月 14 日（刑録 1 輯 4 巻、p.78）。 




２２７ 臼井滋夫「鑑定に対する法的評価」、p.31 以下。 
２２８ ドイツのライヒ最高裁判決(ＲGSt. Bd 21, ff.131)を引用しながら「根拠ある疑惑」(Begruendeter Zweifel)が存在し、
しかもこの根拠ある疑惑を打ち消すべき証拠が発見されぬときは無罪を言い渡すべきとする説として、臼井滋夫「鑑
定に対する法的評価」、p.41 以下および) 植松正「責任能力」、p.12 以下、および p.586 以下。 
２２９この判例については浅田「わが国の刑事鑑定制度」、上野＝兼頭＝庭山編著『刑事鑑定の理論と実務』、p.97
でも検討されている。 
２３０ 庭山英雄「責任能力と鑑定」佐伯博士還暦祝賀・犯罪と刑罰(下)〔昭和 43 年〕p.377 以下。青木紀博「責任能力
の鑑定（一）～（三）」同志社法学 35 巻 1 号、p.54 以下、35 巻 3 号、p.73 以下、および 36 巻 1・2 号、p.109 以下。  
２３１昭和 8 年（れ）第 1449 号。 
２３２ 浅田和茂「日本の精神鑑定」、pp.94-95。 
２３３ 呉秀三『精神病鑑定例（全 3 巻）』参照。 
２３４ 呉秀三『精神病学集要 中編』、p.469 以下に「脳髄の退行的変化」として説明がなされている。 
２３５ 近藤圭造『聴訟指令二編』、p.2 の「酔人違式註違ノ事 六年第九号警保寮伺 六年七月十九日指令」参照。 
２３６ 古畑篤胤『東京帝国大学医学部法医学教室五十三年史』、pp.53-54。 





２４１ 12 月 28 日付『東京日々新聞』参照。 
２４２ 岩田礼『天皇暗殺』、p.220。 
２４３ 井上章一『狂気と王権』、p.41。 

























                                                                                                                                                  
２５９ 量刑の資料として鑑定が被疑者のいわゆる不利益証拠として使用された判例について検討したものとして拙稿
「精神鑑定と量刑 p117 以降。 
２６０例えば宮崎哲也「心身喪失による不処罰条項は廃止せよ!(異見あり)」週刊文春 41 巻 2 号（1999）、佐藤直樹
「刑法三九条の刑法典からの削除を」精神医療 26 号（2002）、pp.52－59。 
２６１前掲、三井「鑑定（一）」、116 頁。 





２６７法学教室 198 号 p92。 
２６８法学教室 221 号 p114。 





２７３RGSt. Bd 21, ff.131 
２７４前掲、臼井「鑑定に関する法的評価」、p41 以下。 






２８１ 通説的な鑑定発動過程については、浅田和茂「わが国の刑事鑑定制度」、pp.86－87 および青木。 
２８２ 三井誠「鑑定（二）」参照。 
２８３ 三井誠「鑑定（二）」、p.113。 
















２８９ 浅田和茂「わが国の刑事鑑定制度」、p.94、青木「責任能力と鑑定（二）」、p.80..。  
２９０ 浅田和茂「わが国の刑事鑑定制度」、p.93。 
２９１ 一例として青木紀博「責任能力と鑑定（一）」、p.59。 












２９８ 三井誠「鑑定（二）」、114 頁。 
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